
食中毒の発生状況と対策  

厚生労働省医薬食品局  

食品安全部監視安全課   
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平成10年  
サルモネラ食中毒対策   

○鶏卵の表示基準設定：賞味期限、生食用の場合はその旨  

○鶏液卵の規格基準設定：成分規格（サルモネラ属菌、生菌数）、  

製造基準、保存基準、使用基準  

○卵選別包装施設の衛生管理要領の作成  

○家庭における卵の衛生的な取り扱いについて普及啓発  

平成15年  

OHACCPに関する調査研究  

液卵製造施設の危害分析  

情報のデータベース化  

カンピロバクタ一食中毒対策  

平成3年  

○食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律の施行   

食鳥処理場の構造設備の基準、衛生的管理の基準の設定  

平成4年  

○食鳥処理場におけるHACCP方式による衛生管理指針の策定  

平成15年  

OHACCPに関する調査研究：食鳥処理場の危害分析情報のデータベ，ス化  

件  
平成17年  

○牛レバーによるカンピロバクタ一   

食中毒予防Q＆Aの作成  

平成18年  

○食鳥処理場におけるHACCP  

ジェネリックモデルの普及   
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病原大腸菌食中毒対策  
平成8年  

○と畜場の衛生管理基準の改正  

獣毛・消化管内容物等による汚染防止等、衛生作業手順書（SSOP）の作成  

平成9年  

○と畜場の構造設備基準の改正：冷却設備、洗浄・消毒設備、給湯設備の追加  

平成13年  

○食肉の生食に関する注意喚起  

○食肉の表示基準の改正   

（病原微生物汚染が内部に拡大する   

おそれのある処理を行ったもの）  

・処理を行った旨   

■十分な加熱を要する旨  

件  

ブドウ球菌食中毒対策  

平成14年  

○脱脂粉乳の製造基準設定  

脱脂粉乳の製造工程中の温度管理等について設定  

平成15年  

OHACCPに関する調査研究  

脱脂粉乳製造施設の危害分析情報のデータベース化  

件  
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腸炎ビブリオ食中毒対策  

平成13年  

○生食用鮮魚介類等の表示基準設定  

表示が必要とされる食品に生食用鮮魚介類等を追加  

○生食用鮮魚介類等の規格基準設定   

生食用鮮魚介類等の成分規格、加工基準及び保存基準を設定  

■成分規格：腸炎ビブリオ   

ゆでだこ・ゆでがに：陰性   

生食用鮮魚介類：100以下／g  

・加工基準：加工に使用する  

水は飲用適の水等  

・保存基準：100c以下  

平成9年  
ノロウイルス食中毒対策   

○食中毒統計の病因物質の対象に小型球形ウイルス（現ノロウイル  

スに相当）を追加  

平成10年  

○生食用かきの表示基準の改正：採取海域を追加  

平成16年  

○ノロウイルスに関するQ＆Aの作成  
件  人  

厚生労働科学研究事業における  

研究成果等を踏まえ、正しい知識  

と現状等について整理したもの   
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食中毒対策に関する取組み  
○食中毒の予防、原因究明、再発防止  

・大量調理施設衛生管理マニュアル  

・食中毒処；哩要領、食中毒調査マニュアル  

○食中毒対策に係る調査研究  

・食品製造における食中毒菌汚染防止のための高度衛生管理に   

関する研究  

・細菌性食中毒の防止対策に関する研究  

・食品中のウイルスの制御に関する研究  

○食中毒調査及び報告に係る法規定の整備  

・調査、報告規定の整理  

・大規模広域食中毒事件調査に対する国の関与  

○情報の提供   

厚生労働省ホームページを通じた情報の提供  

食中毒への対応の強化  
平成15年8月29日施行  

0 近年の食品流通の多様化等による食中毒の大規模化  広域化を踏まえ、必要に応じ、厚生労働大臣が、都道府県  
知事等に対し調査の要請をすること等により、原因究明を迅速に行い、危害の拡大防止を図る。   

○ 保健所長が食中毒患者等の発生を探知したときは、医師の届出がなくとも、原因究明のための調査を行うよう規定  
を整備するとともに、厚生労働大臣に対する報告に関する規定も整備。  

○ 食中毒患者が500人以上発生し、  
若しくはそのおそれがあると認めるとき  

又は  
0 食中毒患者等が広域にわたり発生し、  
若しくは発生するおそれがある場合  

であって、緊急を零する堤含  

㌔ン  
速やかに報告  
※その後も讃査の実施   
状況を逐次報告  

転 
特に、食中毒患者等が50人以上発生  
又はそのおそれがあるとき等は   

直ちに報告（第1報）  

※その後も、逐次報告  

都道府県等   厚生労働省  
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